
137. 障碍者（身体・視覚・聴覚）への一次救命処置教育支援プロジェク
ト

特定非営利活動法人ちば救命・AED普及研究会 本間　洋輔

概要

　日本国内において、病院外で一般市民がその場を目撃した心原性心肺機能停止傷病者数に対して、その場で
AEDを用いて除細動が実施された傷病者はわずか 5％未満に留まる。迅速な一次救命処置は救命率を約 4倍に
向上させることから、その場を目撃した者による迅速な一次救命処置がさらに求められる。これは障碍者にとっ
ても、健常者と同様にその可能性は決して否定できない。しかし、障碍者の一次救命処置や救命教育等の実態が
明らかになっていない部分が多く、また障碍を理由に救命教育の機会が損なわれている現状にある。そこで障碍
者の一次救命処置、救命教育に関する実態調査とその知見をもとにした訓練用資機材の開発、障碍者への救命教
育に関する講習会の開催を実施した。実態調査においては、障碍者も救命処置に対して高い意欲が見受けられた
とともに障碍者の救命教育の体制が不十分である可能性が示唆された。訓練用資機材の開発では障碍者向けの
一次救命処置の VR（仮想現実）ソフト、一次救命処置啓発動画の開発、リーフレットの作成を行い、障碍者に
対して救命教育に関する講習会を複数回開催することができた。本事業をとおして障碍の有無に関わらずにお
互いが支えあうインクルーシブな社会実現への寄与、障碍者でも救える命があるという自己肯定感の向上に一部
寄与することができた。

背景および目的

　日本国内において、病院外で一般市民がその場を目撃した心原性心肺機能停止傷病者数は令和 4年度では
28,000人にのぼる１）。そして、その場を目撃した者により AEDを用いて除細動が実施された傷病者はわずか 440
人（4.1％）であり、令和元年の 5.1％と比較すると低下傾向にある。一方で第一発見者による一次救命処置(胸骨
圧迫、早期 AED 使用による除細動)は救命率を約 4 倍に向上させる２）ことから、その場を目撃した者による迅速
な一次救命処置がさらに求められる現状にある。これは健常者だけに限らず、社会で生活を営み身体（肢体不自
由・視覚・聴覚等）にハンディキャップがある障碍者（以下：障碍者）にとっても無視できない数字である。「令
和４年度版 障害者白書」によると、日本国内の障碍者は 436万人である３）。そして「障害者基本計画（第 4次）」
による共生社会実現のための様々な施策により、障碍者の社会進出は今後さらなる増加が見込まれる４）。よっ
て、障碍者が病院外で心肺停止の現場を目撃し、健常者と同様に第一発見者として一次救命処置を実施しうる可
能性は決して否定できない。障碍により質の高い胸骨圧迫や AEDの使用等、一次救命処置に関する全ての手順
が実施できないにしても、心肺停止の認識や応援を呼ぶ、119番通報を行う、一次救命処置が実施できる健常者
に引き継ぐなど障碍者でも介入できる余地は十分あると考える。田中らも障害の有無に関わらず、救命の連鎖の
一端を担えるような社会参加の機会があることが重要であると述べている５）。過去、申請者が在籍する NPOに
おいて障碍者を対象とした救命教育の場では受講した障碍者の方々より、「初めて受講できて嬉しい」「また繰り
返し受講したい」といった主旨の前向きな感想が得られた。一方で障碍を理由に講習会参加を断られたといった
意見も一部散見された。しかし、上記の障碍当事者からの声は単一施設での情報であること、その他障碍者の一

三菱財団　研究・事業報告書2024

1



次救命処置や救命教育に対する思いや実状等の国内の先行研究は少なく、その実態は明らかになっていない部分
が多い。
　また、昨今では一次救命処置を学ぶための救命教育は消防庁や日本赤十字社をはじめとした関連団体により普
及啓発の一途を辿っている。くわえて、救命教育に関するツール・コンテンツの開発、オンライン・ICTの整備
により、誰もが自分に合った救命教育を受講できるようなった。児童生徒に対しても平成 29年の学習指導要領
改訂によって、発達段階に応じた救命教育がより一層強化された６）。しかし、日本学校保健会の調査によると、
児童生徒を対象とした心肺蘇生法と AEDの使用の実習を伴う指導の割合は、中学校：58.9％、高等学校：66.0％
である一方で、特別支援学校は 21.4％に留まる 7）。その理由として、全学校において「講習時間の確保」が最も
回答として多かったが、特別支援学校においては「訓練用資機材の不足」が最多であり、障碍に合わせた訓練用
資機材不足が要因の一つとして考えられる。以上より、障碍を理由に救命教育の機会が損なわれている現状を鑑
みて、障碍者への救命教育普及のために根本的な救命教育機会の提供はもちろんのこと、障碍に応じた訓練用資
機材（ツール・コンテンツ）の開発・活用が望まれる。
　これの背景を踏まえて本事業では、まずはじめに障碍者の一次救命処置や救命教育の実態調査を明らかにした
うえで、その知見をもとに障碍に合わせた訓練用資機材の開発を行い、それらを用いて障碍者への救命教育を実
施していく。そして本事業をとおして障碍の有無に関わらずにお互いが支えあうインクルーシブな社会実現へ
の寄与、障碍者でも救える命があるという自己肯定感の向上を目的とする。

方法

　本事業は以下 5点の具体的方法を実施した。
①障碍者を対象とした一次救命処置、救命教育に関する対面式質問紙調査
※質問紙調査については千葉大学大学院看護学研究科倫理審査委員会（NR5-39）の承認を得て実施
②視覚・聴覚障碍者の特性に合わせた障碍者向け一次救命処置の VR（仮想現実）ソフトの開発
③字幕・手話入りの一次救命処置啓発動画の開発と YouTubeでの無料公開
④障碍者でも実践できる一次救命処置の工夫に関するリーフレットの作成
⑤障碍者への救命教育に関する講習会の複数回開催

結果および考察

　①質問紙調査では肢体不自由者：13名、聴覚障碍者：21名、視覚障碍者：17名の計 50名より回答が得られ
た。一次救命処置や AEDへの興味があるかの問いに対して「興味がある」と回答した者は 45名（90％）、障碍
者が救命教育を学ぶ必要性があると思うかの問いに対して「必要性がある」と回答した者は 47名（94％）、どち
らの質問に対しても 90%以上の者が「ある」と回答しており、一次救命処置や AEDに対して高い関心を示した。
また、一次救命処置が必要な場面において自分自身が何ができるかの問いでは、「何もできない」と回答した者
は 6名と最も少ない一方で、「胸骨圧迫を行ったり AEDを使う」は 7名、「AEDを持ってくる」は 16名、「救急
車を呼ぶ」が 30名、「声をかける」が 31名であり、障碍を有していても自分自身ができることを取り組もうと
する高い意欲が見受けられた。つづいて救命教育の現状について、過去に救命教育の受講経験があるかの問いに
対して「ある」と回答した者は 36名（72％）と多い傾向にある一方で、14名（28％）の者は受講経験がなかっ
た。受講したことがない理由として、そもそも「受講する機会がなかった」が 12名で最も多く、少数意見では
あるが「障碍を理由に受講できなかった、もしくは断られた」という回答が 2名であり、やはり障碍者の救命教
育の体制が不十分である可能性が示唆された。
②VR（仮想現実）ソフトは具体的に視覚障碍者への工夫としてソフト内のナレーションやガイド音声の調整、文
字のサイズや色の調整、聴覚障碍者に対しては字幕や説明画像、Net119緊急通報システムの説明追加等の修正を
加えて障碍のある方でも、実際の一次救命処置の現場を疑似体験できる VR（仮想現実）ソフトを開発した。
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③実際の障碍者の方々に動画出演に協力をいただき、字幕・手話を加えた一次救命処置啓発動画を開発し、2024
年 5月より YouTube上に無料公開した（図 1：実際の動画を閲覧できる二次元コード）。2025年 1月現在で 7,350
回再生を達成している。また、作成した動画は DVDとして障碍者団体に配布している。

図 1．実際の動画を閲覧できる二次元コード
YouTube上に無料公開致している字幕・手話を加えた救命処置啓発動画

④一般的な心肺蘇生法をもとに障碍者が実施する際の工夫を解説したリーフレットを作成した（図 2：実際のリー
フレット一部）。また、リーフレットの裏面には本事業で開発した障碍者向けの一次救命処置啓発動画にアクセ
スできる二次元コードを添付した。

図 2．障碍者向け一次救命処置のリーフレット
障碍者が一次救命処置を実施する際の工夫を解説したリーフレットの一部

⑤障碍者への救命教育に関する講習会を事業期間中に 4回開催することができた（9月 30日以降も追加で 2回開
催できた）。講習会では一般市民向けの救命講習会に手話通訳を加えたり、本事業で開発した VR（仮想現実）ソ
フト、一次救命処置啓発動画の公開と障碍者や家族、団体関係者等へリーフレットを配布した。障碍のある参加
者の方からは「障碍があっても（一次救命処置が）できるとわかってよかった」「目がみえるときにうけたこと
があるけど、また受けられてよかった」などの前向きな意見を頂戴することができた。本事業をとおして、イン
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（完）

クルーシブな社会実現への寄与、障碍者でも救える命があるという自己肯定感の向上に一部寄与することができ
た。

学会発表

1）玉井勇一、池崎澄江、平舘宏美、愛波淳子、本間洋輔（2024）：身体障がい者（肢体不自由・視覚・聴
覚）の救命処置、蘇生教育に関する実態調査,日本蘇生学会第 43回大会

2）※本事業の一部を 2026年度以内に成果報告として救命教育に関連した学会への投稿を予定している。
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